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課題名

2０水稲に対する緩効性肥料の肥効

(2)水稲に対する被覆肥料による１回全量施肥法

分類 ①

試験研

究年次

６０～２年（完了）

Ｉ目的

肥効の長期間持続が可能な被覆肥料を利用することにより、稲作の施肥

の省力化を図る°．

Ⅱ試験方法

ｌ試験場所福岡農総試止内』水田（中粗粒:灰色低地土、灰色系、ＳＬ／ＳＬ）
２試験規模１区１５～２０ｍ２２区制

３供試品種ニシホマレ（６０～６１年）、ツクシホマレ（６２～６３年）

ヒノヒカリ（１～２年）

４供試肥料と施肥法

（１）供試肥料

（

５

2）

被覆肥料被覆尿素（ＬＰコート）複合１００，１４０（１４‐１４‐１４）タイプ

対照肥料

施肥法

被覆肥料

対照肥料

なお、１

を設けた

栽培法

。

●

、

被覆尿素（ＬＰコート）単体Ｓ（４０‐０‐Ｏ）タイプに普通化成
を１：１の比で配合したもの。．

普通化成（尿素硫加燐安）

’１回全量施肥（施肥量は基準量及び基準量の２割減肥）

慣行施肥（基肥十穂肥２回）

回全量施肥区で２割減肥区の中に、第２回穂肥を施肥した区

稚苗移植、２２．２株／ｍ２、移植時期６月下旬。

、主要成果の概要

肥効の長期間持続が可能な被覆肥料を利用することにより、１回全量施

肥（基肥のみで追肥を施用しない）でも慣行施肥とほぼ同等の収量を上げ
ることができる。

ｌ施肥の省力化に重点をおいた場合､．１回施肥でも、平均的にみて慣行施

肥とほぼ同等の収量を上げることができるので、実用性があると判断され
る。

0

２１回施肥を行う場合、ヒノヒカリではＬＰコート１００、ツクシホマレで

はＬＰコート１００～１４０タイプを用いるが、被覆肥料の利用率が高いことか

ら、圃場の地力レベルに応じて、施肥量を基準（基肥十穂肥２回）量の２

割程度まで減肥できる

３１回施肥で

をしない場合

４１回施肥の

できないこと

高温であった

は
は
欠
が
２

０

、
、

点
あ

。

年次により登熟歩合及び品質の低下がみられるが、減肥

特に低下程度が大きい。

とし

り、

年度の

でRE効が持続しないこ

５－定期間窒素の溶出

て
収
様
と
を

、 気象変動への対応や水稲の生育に応じた調整が

量に年次変動がみられる。例えば、夏期が著しく

に、前期の窒素溶出堂が多く、幼穂形成期以降ま
が ある。

抑えたＳタイプの被覆肥料は、普通化成と配合し

て施肥することで、１回施肥の窒素供給パターン改善腫利用できる。
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Ⅳ主要成果の具体的データ

第１表被覆肥料の対照区（普通化成、慣行施肥〉に対する収量比率

Nｑ肥料名施肥法６０年６１６２６３１２

(５４１）（６１１）（526）（６１２）（577）（５５９）
１普通化成慣行】００１００１００１００１００１００
２ＬＰコート１００，１回施（基準）107９７

３〃〃（２割減）１０６１００１０４９８９４

４〃〃（〃）＋穂nｌＯ７１０５１０７

５ＬＰコート１４０１回施（基準）９６１０３１０５

６〃〃（２割減）１０５９７９９

７〃〃（〃）＋穂Ⅱ１０６１０１１０６

８ＬＰコートＳ＋１回施（ｌ：１）１００９９１０２
普通化成１～２割減

注）①表中の（）は、慣行区の収量〈ｋ8／lOa）を示す◎
②ＬＰｺー ﾄS＋普通化成区の施肥量は、６３年が2割、ｌ～2年が1割減。
③１回施は１回全量施肥、穂Ⅱは第２回穂肥を示す。

第２表施肥区別の登熟歩合ｃ検査等級
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Ｖ成果の評価と取扱上の留意点仰
１施肥基準に掲載。．

２稲作の省力化に重点老おいた栽培技術確立の一手法として活用する
８１回施肥-を行った場合、

。

慣行施肥栽培の穂肥施用後の水稲に比べ、葉
色が一時"的に淡くみえるが、その後も肥効が持続することに留意する 。

Ⅵ今後の研究上の問題点

１回施肥では気象条件による年次変動が大きいため、窒素の肥効が切れ
た場合、穂肥の施用を判断するための診断法の確立が必要である ◎
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